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要約：

　本研究プロジェクトは、多様な保育サービスを提供する新しい保育ネットワークを確立するための方策に関する

研究を行ってきた。3年目の最終年度にあたる本年は、従来型の保育の主柱である保育所に対し、従来型の保育と

どもに重視されっっある家庭的保育及ぴ訪問在宅保育に関する意識調査を行い、これら三者による今後の保育ネッ

トワークのあり方について検討を加えた。調査結果から、保育所は家庭的保育、ベビーシッターによる訪問在宅保

育に対する認識を高めており、単に保育所の補完的役割をもつだけではなく、共に保育を担う存在として受け止め

つつあると思われた。
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1　目的

　保育二一ズの多様化、育児と仕事の両立等の近年の動

向は、保育をめぐる今後の課題を次々に提起している。

とりわけ、従来型保育からの脱皮を図るとともに、保育

サービスを多様に展開させるための保育ネットワークを

構築することの必要性と課題は、近年とくに重要性を増

しっつある。このため、本研究ではこのテーマに沿って

継続的研究をすすめているが、第3年次においては、国

における唯一の保育制度として役割を果たしてきた保育

所を対象に、家庭的保育及び訪問在宅保育に対する意識

を問い、今後の保育ネットワークのあり方について検討

を加えることとした。

かわりをどのように認識、理解しているかを知ることは、

今後の保育システムや保育ネットワークを構築する上で

欠かせない。保育所以外のいわゆる認可外保育施設の多

数を占める集団保育施設に関する調査はこれまでも非常

に多いが、この種の個別保育に関する調査は本格的にま

だ行われておらず、保育所における集団保育と家庭的保

育、訪問在宅保育との相互認識・理解と連携のあり方を

探ることは、本研究の重要な課題の一つであると考えた。

皿　方法

　1　調査の名称

　昨年度と同様の主旨で「今後の保育システムのあり方

に関するアンケート調査jとした。

H　視点

　本研究の第1年次において、わが国において保育ネッ

トワークを確立することの必要性並びに今後の方向性を

検討し、とくに保育サービスをr点」からr線」へ、さ

らに「面」．へど展開すること、そして保育における公私

の連携を図ることを重要な視点としてきた。これに沿っ

て、第2年次においては、非制度的サービスとして普及

しつつある家庭的保育及び訪問在宅保育にかかわってい

る保育者等を対象に調査を実施し、家庭的保育は言うま

でもなく、訪問在宅保育をも視野に入れたサービス体系、

制度体系を加えることが期待される結果が見られた（1）。

家庭的保育に対しては、地方公共団体において約120区市．

町村が制度化しており、また家庭的保育並びに訪問在宅

保育に対しては、育児と仕事の両立や子育て支援に関連

する事業の一環として、近年国の段階において厚生行政

及び労働行政において援助事業、助成事業がすすめられ

つつある。一方、わが国の国及び地方における保育制度

の中核にある保育所のあり方が見直されている中で、近

年のエンゼルプラン、緊急保育対策5か年事業をはじめ

とする子育て支援環境の整備、そしてまた全国的に利用

しやすい保育所をめざす制度改革が指向されている。昨

年12月に示された中央児童福祉中央児童福祉審議会基本

問題部会の「少子社会にふさわしい保育システムにづい

て」をはじめとする三つの中1間報告を受け、厚生省は第

140回国会に児童福祉法等の一部を改正する法律案を

提出した。この改正案の重要な骨子に保育制度改革が含

まれている。

　この潮流の中で、保育所自体がその現状や将来をどの・

ように認識し、これら家庭的保育や訪問在宅保育とのか

　2　調査の対象

　アンケートの調査対象は、園長・所長、副園長、主任

保母等管理職を主たる対象に、全国の保育所700か所であ

る。

　3　調査の方法

　このうち、全国家庭的保育ネットワーク及び全国ベビ

ーシッター協会に加盟している地域の保育所を対象とし

た調査は、前回報告と同時期に郵送法により実施し、全

国的に広範な保育所を対象とした調査は、保育所長研修

会参加者に依頼し、直接回収法により実施した。

　4　調査の内容

　調査は、以下の10問、及び59小問である。

基本質問事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜1問、4小問＞

家庭的保育者及びベビーシッターについての知悉度〈1問、5小問＞

家庭的保育者及びベビーシッターへの関心　　　　＜1問、2小問＞

家庭的保育者、ベビーシッターとなった人の有無　＜1問、2小問＞

家庭的保育者、ベビーシッターとの仕事上の関わり＜1問、β小問＞

家庭的保育者、ベビーシッタの保育への受けとめ方〈1問、15不問＞

保育内容別の保育所、家庭的保育者、ベビーシッターの果たす役割

　　　　　　　　　　　　　　　　　＜1問、17小問＞
家庭的保育者、ベビーシッタの資格のあり方　　＜1問、3小問＞『

保育所、家庭的保育者、ベビーシッターの今後の利用の予測と期待

　　　　　　　　　　　　　　　　　〈1問、3小問＞

保育センターのあり方　　　　　　、　　　　く1問、2小問＞

　なおこの調査において、家庭的保育者とは、　r保育者

が保育者の自宅あるいは他の場所を借りて個別に保育す

る家庭的保育に従事する人（呼称は他に家庭福祉員、保

育ママなどがある。）」を言い、ベビーシッターとは、『
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「依頼を受けて、1その子どもの家庭を訪問し、在宅保育

に従事する人」を言う、と定義した。

IV　結果

ビス援助事業や育児・介護助成金制度が実施されている

ことにっいて知っている割合は20．0％と低い割合であり、

この二つの項目について「非常によく知っている」割合

は5％にも満たなかった（図1〉。

　本調査の回答か所数は411名、回収率は58，7％であった。

なお有効回答数は406（調査対象数の5＄，0％、回収数の9

8．8％）である。以下の結果の分析は、有効回答数406を

基礎にしたものである。

　1　回答者の属性

　本調査の対象は、園長・所長、副園長、主任保母等管

理職を主としているので、役職別にみると、園長・所長、

副園長、同見習が全体の86．5％を占め、年齢別にみると、

40歳代及び50歳代で77．6％に及び、60歳以上を含めると

9割に達している。しかし現職経験年数は、3年未満が

56．7％と過半に及び、5年未満で3分の2弱に達する。

その一方、10年以上が28．8％と、広がりがみられた（表

1、2、3）。

　保育所の属性では、公立が52．3％、・私立が47．7％（不

明を除く）と、若干公立が多い。都市の規模別にみると、

東京都区部・指定都市及び人口10万人以上の市がそれぞ

れ約3割を占め、人口10万人未満が19。0％、郡部が11．、8

％であった。また、地方版エンゼルプランを地方行政に

おいて進展させるための児童育成計画を作成している区

市町村に含まれている保育所は24．4％であり、それに該

当しない区域に所在する保育所が653％と、全体の約3

分砂2を占めている。　（表4）。

　2　家庭的保育、ベビーシッターに関する知悉度

　先ず、近年さまざまな動向がみられ、それらに対する　’

社会的、政策的関心が高まっている家庭的保育並びに訪

問在宅保育の現況に対して、保育所の管理職者はどの程

度知悉しているかについてみる。家庭的保育に関しては、

この保育システムが欧米主要国で普及していることにつ

いて知っている割合は50．9％、「また全国で約120の地方自

治体が家庭的保育を制度として助成していることについ

て知っている割合は37．2％であった。いずれの項目にも、

r非常によく知っている」と答えた割合は1割にも達し

なかった。またベビーシッターに関しては、訪問在宅保

育サービスが欧米主要国で普及していることについて知

っている割合は79・5％と高く、　r非常によく知ってい

う」割合は1割を越えている。しかし、厚生省が社団法

人全国ベビーシッター協会を認可しているこどにっいて

知っている割合は31．5％、ベビーシッターサービスにつ

いて利用者の保育料が一部免除される国の在宅保育サー

　3　家庭的保育者、ベビーシッタ｝への関心

　同じ保育者としての役割を果たしている家庭的保育者

及びベビーシッターに、保育所はどの程度の関心を持っ

ているであろうか。　「関心を持っている」割合は共に約

6割弱に達し、　r非常に関心をもっている」を加えると

7割前後に及んでいる（図2）。

　属性別にみると、家庭的保育者に対しては、40歳代以

上でr関心を持っている」割合が6割前後を占めている

のに対し、20、30歳代ではr非常に関心を持っている」

割合が地の年齢層より高い一方で、　rあまり関心がな

い」割合も高く、両極に分化している傾向がみられた。

また、人口10万未満の市及び郡部では、関心を持ってい

る割合は非常に低かった。この特徴は、ベビーシッター

に関してもほぽ同様であった（図3）。

　4　家庭的保育者、ベビーシッターへの転身者の有無

　被調査者が知っている保育者め中で、過去に家庭的保

育者、ベビーシッターになった人がいるかどうかについ

て問うたところ、家庭的保育者については65．6％が、ベ

ビーシッターにっいては70，7％が「いない」と答えてい

る。しかし、家庭的保育者に関しては「いる」が2割弱

（「複数いる」7．1％、　「一人ぐらいいる」11．3％）おり、

ベビーシッターはそれよりはさらに少ないが、「いる」

が1割弱（r複数いる」2．7％、　r一人ぐらいいる」5．9

％〉みられた。

，5　家庭的保育者、ベビーシッターとの仕事上の関わ

　　　りの有無

　保育所において、これまで家庭的保育者、ベビーシッ

タ｝との仕事上の関わりをどの程度、またどのような分

野で持ったことがあり、またその効果はどうであったか

について、その他を含む6つの分野についてみたところ、

これらの保育者との仕事上のかかわりはまだ非常に少な

かった。その中で最も関わりが多くみられたのは、　「保

育所への送迎」であり、家庭的保育者、ベビーシッター

共に18％強であった。その他の分野では、　rならし保

育」及び「緊急時、病後などに」で関わっている（表5）。

　その関わりによる効果をみると、　「緊急時、病後など

に」では、家庭的保育者及びベビーシッター共に半数以

上が効果があったとしている。次いで「ならし保育」、
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「保育所への送迎』が続き、　「行事や見学」では効果が

みられた割合が最も低い。　「保育交流」の効果について

は、家庭的保育者が50．0％であるのに対し、ベビーシッ

ターは16．7％と、両者間に最も開きが大きい（図4）。

　6　家庭的保育者、ベビーシッターの保育に対する受

　　けとめ方
　保育所が、家庭的保育者、ベビーシッターの保育に対

して、同じ保育者としてその業務や専門性を日頃どのよ

うに受けとめているかをみると、r同じ保育者として保

育を共に担っていく必要がある』と受けとめている割合

は家庭的保育者については約7割、ベビーシッターにつ

いては約3分の2であった。また、　r集団保育と比較し

て、個別的配慮が行き届いている』と受けとめている割

合は5割を下回るが、41．1％と、共に全く同じ割合であ

った。さらに、　「どのような状況でも柔軟に即応でき

る」と受けとめている割合は、ベビーシッターでは43．8

％であり、家庭的保育でも39．2％であった。

　「在宅保育は家族のプライバシーへの面で抵抗があ

る」とする割合よりも、そう思わないとする割合が高く、

約4割に達している。またr子育てを営利事業として行

おうとしてことに抵抗がある」とする割合よりも、そう

思わないとする割合が高く、45％を超えている。

　保育所の職務や業務と比較した内容でみると、r保育所

の業務や職域を侵す懸念を持つ」とする割合は共に1割

強に過ぎず、そうは思わないとする回答が3分の2を占

めた。また、　「保育所保育よりも内容で劣っているjと

受けとめている割合は、共に20％台であるが、どちらで

もないとする回答も4割を越えている。そして、r保育

所の果たせない役割を持つ二とが重要」とする割合は共

に63％弱、　「保育所の役割を補完することが重要」と受

けとめる割合は、共に5割近い。そして、　「公的に助成

や補助がを行われることは望ましい」、　rこのような保

育が広がることは、子育て支援につながる」と受けとめ

ている割合．は、共に6割前後に達し、　「育児放棄にっな

がる」と受けとめている割合は2割であった。

　しかし、　「個別的保育の密室性の弊害がある』と受け

とめている割合は共に33．7％と3分の1に及び、そうは

思わないの3割強より高く、　「個別保育に関する専門家、

エキスパートが多い』「にっいては、そう思わない割合が

43％台に達し、　「その専門性や資格が確立されていない

ので心配である」と受けとめている割合は、共に5割に

及んでいる（図5）。

7　家庭的保育者、ベビーシッターの資格

　以上に触れた家庭的保育者、ベビーシッターの専門性

に最も深くかかわる資格について、保育所はどのように

考えているかをみると、保母・幼稚園教諭・看護婦等

「関連資格を持っていればよい」とする回答が、共に約

4分の1であり、　「保母資格を持っていればよい」とす

る回答は、共に1割弱であった。これに対し、何らかの

新たな資格を必要とすると回答した割合は、家庭的保育

者については43．6％、ベビーシッターについては40．4％

と4割強であった。　「保母資格に加え個別保育に必要な

資格が必要である」とする回答は、家庭的保育者につい

ては27。6％と多く、ベビーシッターについても5分の1

強であった。それぞれ「独自の資格が必要である」とす

る回答は、各16．0％、19．7％と、共に第3位である。

「一定の年齢プラス育児経験」は、1割前後みられ、

「資格必要なし」はわずか2％程度であった（表6）。

　新たな資格を必要とすると回答した人に対し、どのよ

うな制度がよいかを問うたところ、家庭的保育者やベビ

ーシッターに関わる「全国的組織団体が定める資格制

度」　（3L1％）　「地方自治体がそれぞれに定める資格制

度」　（27，8％）　r養成機関、養成校による単位取得過程

により取得する制度」　（22．0％）　「国が定める資格制

度」　（14，8％）の順であった。

　　これらの結果を昨年度の家庭的保育者及びベビーシ

ッターに対する調査結果とを比較すると㈹、保母等の現

行制度上の資格を持っていればよいと回答した割合は、

家庭的保育者が56，6％、！ミビ“シッターが11．1％であり、

新たな資格を必要とすると回答した割合は、家庭的保育

者が18．5％、ベビーシッターが62．5％であった。

　8　保育所、家庭的保育者、ベビーシッターによる保

　　育の今後果たす役割の重要度

　保育所、家庭的保育者及びベビーシッターのそれぞれ

果たす役割の重要度について、保育所がどのように考え

ているかを、保育内容別にみたところ、保育所自らの果

たす役割として重要度の高い順にみると、　r育児相談」

r乳児保育」　r障害児保育」　「0歳児保育」　r保育交1

流」の順となっている。これらはいずれも家庭的保育、

訪問在宅保育の重要度を超えている。これに対しr緊急

一時保育」は、三者ともに重要とする割合が7割を超え

ている。この他では「ならし保育」　「学童保育ゴを除き、

すぺて家庭的保育、訪問在宅保育の方が重要度は高く、

とくに「送迎保育」　「深夜保育」　「休日保育」　r夜間保

育」　「一時受託保育」　「リフレッシュ保育」は1保育所

と他の二者との重要度の差が著しい。さらに、　r同行保

育」は、ベビーシッターのみ高い重要度を示し七いる

一198一



網野他：2．子ども家庭サービスの機能分権化及び民間化のあり方に関する研究

（図6）。

　この結果を、前年度における家庭的保育者の考える家

庭的保育の役割の重要度及びベビーシッターらが考える

訪問在宅保育の役割の重要度を比較すると、保育所が家

庭的保育、訪問在宅保育を超えて重要度が高いと考えて

いる保育内容のうち、　「0歳児保育」　「乳児保育」は二

者共に、保育所よりも高い割合で重要と考えられており、

非常に重要と考えられている割合もはるかに高い。また

r育児相談」も重要な内容とされている。　r障害児保

育」は、家庭的保育は保育所とほぽ同様の考えであるが、

ベビーシッターは重要とする割合がかなり高かった。

・rならし保育」も、家庭的保育者で重要と考えている割

合はかなり高く、ベビーシッターもその割合は半数を超

えた。一方、　「保育交流」は保育所と同じくその割合は

低かった。

　「緊急一時保育」の重要度をみると、保育所が三者に

ついていずれも7割強が重要であると考えたのに対し、

家庭的保育者は48．7％であり、一方ベビーシッターは最

も高い98．3％と、その考え方の相違が著しかった。これ

とほぼ同様の内容がr学童保育」であり、家庭的保育者

は保育所のそれよりも低く、ベビーシッターは保育所の

それよりも高かった。また、保育所が、家庭的保育、訪

問在宅保育の方が保育所よりも重要度が高いと考えた保

育内容、とくにr送迎保育」　r深夜保育」　r休日保育」

「夜間保育」　「一時受託保育」　「リ、フレッシュ保育」は、

ベビーシッターがきわめて高い重要度を示した保育内容

であり、乍方、家庭的保育者はきわめて低い重要度を示

したものが多い。　「同行保育」　「送迎保育」はその典型

である。

　9　保育所、家庭的保育、ベビーシッターによる保育

　　　の今後の動向

　保育所、家庭的保育者、ベビーシッターによる保育の

利用状況は今後どのように変化するかについて、その動

向の予測をみたところ、先ず保育所自らについては、か

なり及び今より「利用されるだろう」と予測する割合は

73．9％であった。その予測割合は、家庭的保育者につい

ては63．6％、ベビーシッターについては75．4％であり、

ベビーシッターがかなり及び今より「利用されるだろ

う」という予測が保育所より若干高い結果がみられた。

これに対し、今後かなり及び今より「利用されるように

なってほしい」とする個人的期待をみると、保育所自ら

が75．6％であるのに対し、家庭的保育者にっいては45．3

％、ベビーシッターについては46．1％と、共に半数に達

していない。今より及びあまり「利用されなくなる方が、

よい」とする個人的期待は、保育所自らについても5％み

られるが、家庭的保育者については15．5％、ベビーシッ

ターについては16．3％みられる（図7）。

　これらの結果を昨年度の家庭的保育者及びベビーシッ

ターに対する調査結果とを比較すると、今後の動向の予

測、個人的期待ともに、自らがr利用される」割合は高

くあらわれている。自らの保育がかなり及び今よりr利

用されるだろう」とする割合は、家庭的保育者は72．3％、

ベビーシッターは94．4％である。自らの保育がかなり及

び今より「利用されるようになってほしい」とする個人

的期待の割合は、家庭的保育者は86。8％、ベビーシッタ

ーは93．1％である。今より及びあまり「利用されなくな

る方がよい」とする個人的期待は、家庭的保育者は1．3％

と殆どなく、ベビーシッターは皆無である。

　10地域における保育センターのあり方

　近年重視されつつある地域における保育センターのあ

り方について、保育所の考え方を問うた結果をみると、

保育センターの機能としては、尋分の3近くの保育所が

「子育てに関する相談・カウンセリング等のサービス」

をあげている。次いで、　r地域の保育に関する情報提

供」　「保育の二一ズや対応に関する連絡調整」　「緊急一

時保育等の実際的サービス」が4割を超え、　「保育人材

バンク」が約3割となっている（表7）。

　保育センターの設置主体としては、48％の保育所が

r市町村」と回答し、　r保育所」は21．7％であった・

「社会福祉法人、社団法人、財団法人等の関係組織団

体」は1割強、　「社会福祉協議会」は1割弱である（表

8）。

　これらの結果を昨年度の家庭的保育者及びベビーシッ

ターに対する調査結果とを比較すると、　r子育てに関す

る相談・カウンセリング等のサービス」が保育所と同様

最も高い割合を占めているが、ベビーシッターが約7割

であるのに対し、家庭的保育者は約46％と低い。次いで、

保育所と同じく　「地域の保育に関する情報提供」の割合

が高いが、以下保育所と異なり、　r緊急一時保育等の実

際的サービス」　「保育ライブラリー」　「保育人材バ，ン

ク」　「保育の二一ズや対応に関する連絡調整」などが続

く◎

　保育センターの設置主体としては、保育所と同じく

「市町村」と回答する割合が最も高い。とくに家庭的保

育者では7割を超える。しかし、次に高い割合は、ベビ

ーシヅターでは「社会福祉法人、社団法人、財団法人等

の関係組織団体」が約3割、家庭的保育者では「社会福

祉法人」が約12％である。三者の順位はそれぞれ異なる
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結果であった。

IV　考察

　近年さまざまな動向がみられ、それらに対する社会的、

政策的関心が高まっている家庭的保育並びに訪問在宅保

育と、わが国における保育制度の中核をなす保育所との

連携のあり方は、現在の保育システムを見直し、今後の

保育ネットワークを展開する上で重要な検討課題である。

本調査は、保育所が家庭的保育や訪問在宅保育、そして

それらの保育者についてどのような受けとめ方をしてい

るかを明らかにするために実施したものであり、上記の

ような結果が得られた。

　今回調査の結果並びに昨年度と共通の項目に関する結

果については、比較検討した内容を加え、それらを基に

以下に考察を加える。また考察するに当たっては、被調

査者の年齢、経験年数、所在地等の属性別に、並びに項
『
目
間 の統計解析を行った結果も踏まえて検討を加えるこ

ととしたが、このうち年齢、経験年数の属性別では、特

に有意な特徴はみられなかったので、省略する。

　1　家庭的保育、訪問在宅保育への知悉度と関心

　先ず、重要な保育資源となりつつある家庭的保育及び

訪問在宅保育の現況に対して、保育所の管理者はどの程

度知悉しているであろうか。いずれも欧米諸国では制度

や事業として普及していることについて知っている割合

はやや高いものの、従来から家庭的保育制度が一部地方

自治体で採用されていることや、ベビーシッターによる

保育サービスが近年の子育て家庭支援施策との関連で国

の段階で重視されている動向については、むしろ知悉度

が非常に低いように思われた。保育制度や保育サービス

の見直しがすすみつつある現在、この点での認識と理解

が一層進むことが求められる。

　全体的には約7割の回答者に家庭的保育者やベビーシ

ッターへの関心がみられた。それ自体決して低くはない。

しかし人口10万人未満の都市や郡部の方が有意に関心が

低かった（表9）。保育二一ズの多様性とその対応という

点で、都市圏の方がより関心を持たざるを得ない状況に

囲まれていると言える。保育ネットワークの構築は、都

市圏を重点にして今後すすめられる必要があることが示

唆された。

　2　家庭的保育者、ベビーシッターとの関わり

　家庭的保育者やベビーシッターへの転身を近辺でみて

いる体験は、1割乃至2割であり、その割合が多いか少

ないかの判断は分かれるであろう。しかし、そのような

ことがあったという体験や、保育の仕事を通じた関わり

の体験は、保育者としての相互理解や、連携、協働の視

点、そして保育ネットワークの視座を確立する可能性に

結びつく。

　実際に家庭的保育者、ベビーシッターと仕事の上で関

わりを持った経験と、その効果に関する結果をみると、

緊急保育、病児保育・病後児保育、保育所への送迎など

で連携が図られ、ネットワークが広がることへの期待が

大きいように思われた。また、家庭的保育者とベビーシ

ッターの保育の特徴や相違に基づく連携のあり方、例え

ば集団保育に重点をおいたならし保育の必要な場合、あ

るいは乳幼児の年齢や家族の関わり程度を配慮した保育

交流のすすめ方などで、関わりや連携が異なるであろう。

今後、そのネットワークのあり方などについて検討する

ことが必要であると考える。

　3　家庭的保育、訪問在宅保育への認識と理解

　家庭的保育者、ベビーシッター』の保育に対して、目頃

どのように受けとめているかは、保育所の家庭的保育や

訪問在宅保育に対する意識に基づいている。同じ保育者

として認識している割合は比較的高く、これらの保育が

個別保育に特徴があることへの認識、理解も低くはない。

そして、保育所の果たせない役割や保育所の補完的役割

を担う存在としての受けとめ方が強く、またこのような

保育が広がることは子育て支援につながり、’これらの保

育に公的助成や補助がを行われることは望ましいと、肯

定的に受けとめている割合も高い。さらに、目本的な文

化、家族観からくる在宅保育におけるプライバシーにか

かわることへの懸念や、営利事業として行うことへの抵

抗感も薄くなってきている。

　とりわけ、家庭的保育者やベビーシッターヘの関心が

高い程、これらの保育者と保育を共に担う必要性を強く

受けとめ、またこれらの保育や保育者に対する肯定的、

積極的受けとめ方が顕著にみられる（表9）。総体的に、

家庭的保育や訪問在宅保育への肯定的、連携的受けとめ

方は強まっており、これらが保育二一ズの多様化に対応

する上で、その必要性と重要性が高まっているとの認識

は以前より明らかにみられるのが特徴的である。

　しかし、これらの保育者の専門性に対する疑念はむし

ろ強い。何らかの資格を必要とすると回答した割合は、

4割強であった。家庭的保育者やベビーシッターへの関

心が低いと、一層専門性が確立していないことへの心配

が高く、保育所保育よりも内容で劣ると受けとめている

割合は高い（表9）。しかし総体的にみても、これらの保
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育システムを確立する上で、専門性や資格制度の確立が

不可欠である。なお、今回並びに前年度の結果を総合す

ると、保育所は、保母資格以外のものを比較的求めてい

るのに対し、家庭的保育者は、保母資格指向が強く、ベ

ビーシッターは独自資格指向が強い。専門資格を検討す

るに当たっては、このことも考慮すぺきことである。

　4　今後の保育所、家庭的保育、訪問在宅保育が果た

　　　す役割

　保育所、家庭的保育者及びベビーシッターのそれぞれ

果たす役割の重要度について、保育所がどのように考え

ているかをみた結果には。興味深いものがあった。昨年

の結果とも併せて分析すると、　r　O歳児保育」　「乳児保

育」が、三者共通に高い重要度を示していたことは、そ

の保育二一ズが強く、またそれぞれの保育資源が共にそ

れに相当積極的に対応していこうという意図が明確であ

ることを意味している。しかも、保育所以上に家庭的保

育、訪問在宅保育において非常に重要であるとされてい

る点は、十分に考慮すべきことである。またr育児相

談」も、共通に重要視されていることも見逃せない。今

後、保育資源における子育て支援として欠かせない機能

となるであろう。また、保育所が三者共に重要であると

考えたr緊急一時保育」　r学童保育』については、ベビ

ーシッターはそれ以上に重要視レ、家庭的保育者はそれ

ほど重要視していない。ベビーシッターの多様な保育二

一ズヘの対応という姿勢がつよくみられる。

　次に、保育所自らが他の二者より重要と考えている保

育内容は「障害児保育」であり、　「ならし保育」であっ

た。とくに障害児の保育は、他の二者ではなく保育所に

おいてこそ十分果たすべきものとレて受けとめられてい

る。しかしこれに対しては、ベビーシッターも重要視し

ている割合が高い。　「ならレ保育」は、家庭的保育者も

重要視している割合が高い。集団保育への導入という観

点のみならず、家庭外の保育への導入という点で、保育

所と同様の役割を持っことの意義があると考えられる。

　これに対し、保育所が家庭的保育、訪問在宅保育の方

が保育所よりも重要度が高いと考えた保育内容について

も、興味ある結果がみられた。即ち、　「送迎保育」　「同

行保育』のみならず、　r深夜保育」　r休日保育」　r夜間

保育」　「一時受託保育」　「リフレッシュ保育」について

も、ベビーシッターがきわめて高い重要度を示し、一方、

家庭的保育者はきわめて低い重要度を示したものが多い。

家庭的保育者の自らの重要度と保育所の自らの重要度は

非常に類似していることに注目される。

　　このことから、家庭的保育者の保育指向は制度的保

育の中核にある保育所の内容に向いており、他方ベビー

シッターの保育指向はあらゆる保育二一ズに常に積極的

的関心を向けているということが言えるであろう。

　5　今後の利用予測と期待

　今後利用されるであろう保育資源として、ベビーシッ

ターが利用される予測の割合は高い。しかし、利用され

ることへの期待は保育所とベビーシッターとの間に開差

が生じている。家庭的保育に関しても、期待の開きは大

きい。しかし、この場合にも、家庭的保育者やベビーシ

ッターへの関心が高いと、これらの保育への期待が有意

に高い（表9）。

　ところで、それぞれの今後の期待の割合をみても、保

育所の自らへの期待は約75％であるのに対し、家庭的保

育自らへの期待は約87％、ベビーシッター自らへの期待

は約93％である。従来から保育制度の中核をなす保育所

の自らへの期待の三者間での相対的低さは、何を意味す

るのであろうか。少なくとも、今後の新たな保育ネット

ワークを構築する上で、従来から保育システムの主柱的

役割を果たしてきた保育所が、家庭的保育、ベビーシッ

ターによる訪問在宅保育に対する認識を高めてきており、

共に保育を担う存在として、また保育所の果たせない役

割を担う存在として受けとめている方向は否定できない

であろう。

　以上、考察を加えてきたが、昨年度及び今年度の調査

・結果をふまえ明らかになったことは、家庭的保育者によ

る保育内容は、保育所が考えている以上に保育所と類似

の制度的システムに基づくことを指向しており、ベビー

シッターによる訪問在宅保育内容は、多様な保育二一ズ

に幅広く対応することを指向していることである。即ち、

家庭的保育が保育所と同様の公的保育制度を指向してお

り、他方訪問在宅保育が独自保育体系を指向しているこ

とが明らかになった。保育制度改革、保育ネットワーク

の構築に当たっては、この点を十分に考慮すべきことで

あると考えられた。

　　　　　　　　　＜註＞

益満孝一・福川須美他『子ども家庭サービスの機能

　　分権化及び民間化のあり方に関する研究一保

　　育ネットワークの構築に関する研究H家庭的

　　保育、訪問在宅保育のあり方一』日本総合愛育

　　研究所紀要第32集1996
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表1　役職 表2　年齢

園（所）長・副園長・見習い 351 86．5 20歳代 11 2．7

主任保母・保母 33 8．1 30歳代 34 8．4

その他 22 5．4 40歳代 181 44．6

合計 406 1000 50歳代 134 330

60歳以上 46 11．3

合計 406 loo．o

表4－1　保育所の属性（公立・私立）

公立 206 52．3

私立 188 47．7

合計 394 1∞．0

表4－2　保育所の属性（都市規模）

東京都区部・指定都市 118 29．1

人口30万以上の都市 67 16．5

人口10万以上の都市 56 13．8

人口10万未満の都市 77 19．0

郡部 48 11．8

不明 40 9．9

合計 406 100．0

表3　経験年数

3年未満 230 56．7

3～5年未満 30 7．4

5～10年未満 29 7．1

10～20年未満 45 11．1

21年以上 70 17．2

不明 2 0．5

合計 406 100．0

表牛3　保育所の属性（都市規模）

児童育成計画郡 99i244
非児童育成計画郡 265　65．3

不明 421　103

合計 406　100。0
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子育てに関する相談、カウンセリング 298 73．4

地域の保育に関する情報提供 190 468

緊急一時保育等の実際的サービス 171 42．1

地域の保育に幽する二一ズや対応に関

する連絡調整
171 42．1

保育人材パンク（保育者の登録と活．
用） 122 30．0

保育業務、技術、事例に関するスーパー

ビジョンやユンサ艀ゆヨン 75 18．5

保育業務、技術に関する研修 71 17．5

保育ライブラリー 41 10．1

その他・不明 15 3．7

合計 406 100．0

区市町村 195148n

保育所
　卜
88121．7

関係組繊団体（各種法人）
卜
50口2・3

一社会福祉協議会 3d　g4

児奪館
　…
201　4．9　や

その他・不明 151　3．7　手

合計 406i100ρ
　　1



表9　有意差の認められた項目

　日本総合愛育研究所紀要　第33集

X2検定：★　5％以下の危険率　勅　1％以下の危険率　糟★ 0％以下の危険率

分類項目 集計項目 有意差判定

都市規模 Q2 家庭的保育者への関心 ★☆

都市規模 Q2 ベビーシッタヘの関心 ★☆

家庭的保育者への関心 Q2 ベビーシッターへの関心 ＊★★

ベビーシッターへの関心 Q2 家庭的保育者への関心 ☆

家庭的保育者への関心 Q5a 同じ保育者として共に保育を担う（家庭的保育者） ★★★

ベビーシッタヘーの関心 Q5a 同じ保育者として共に保育を担う（BS） ★☆★

経験年数 Q5b 保育所の役割を補完することが重要（家庭的保育者） 嚢★

家庭的保育者への関心 Q5b 保育所の役割を補完することが重要（家庭的保育者） ★★★

ベビーシッターへの関心 Q5b 保育所の役割を補完することが重要（BS） ★

家庭的保育者への関心 Q5c 保育所の果たせない役割を持つことが重要（家庭的保育者） ☆★★

ベビーシッターへの関心 Q5c 保育所の果たせない役割を持つことが重要（BS） ★☆嚢

年齢区分 Q5e 個別保育に関する専門家、エキスパートが多い（家庭的保育者） ★★

年齢区分 Q5e 個別保育に関する専門家、エキスパートが多い（8S） ☆★★

都市規模 Q5e 個別保育に関する専門家、エキスパートが多い（家庭的保育者） ★

家庭的保育者への関心 Q5f 専門性や資格が確立されてないので心配（家庭的保育者） ★★鳶

ペビーシッターへの関心 Q5f 専門性や資格が確立されてないので心配（BS） ★☆

家庭的保育者への関心 Q59 どのような状況でも柔軟に即応できる（家庭的保育者） 糞★★

ベビーシッターへの関心 Q59 どのような状況でも柔軟に即応できる（BS） ★★☆

年齢区分 Q5h 保育所保育よりも内容で劣っている（BS） ★＊

家庭的保育者への関心 Q5h 保育所保育よりも内容で劣っている（家庭的保育者） ★★

ベビーシッターへの関心 Q5h 保育所保育よりも内容で劣っている（BS） ★＊★

経験年数 Q5i 集団保育と比較して、個別的配慮が行き届いている（家庭的保育者） ★★

都市規模 Q5i 集団保育と比較して、個別的配慮が行き届いている（家庭的保育者） 暫禽貨

経験年数 Q5i 集団保育と比較して、個別的配慮が行き届いている（BS） ★

都市規模 Q5i 集団保育と比較して、個別的配慮が行き届いている（BS） ★★★

ベビーシッターへの関心 Q5i 集団保育と比較して、個別的配慮が行き届いている（BS） ★

年齢区分 Q5j 個別的保育の密室性の弊害がある（家庭的保育者） ＊

ベビーシッターへの関心 Q5j 個別的保育の密室性の弊害がある（BS） ★

都市規模 Q5k 在宅保育は家族のプライバシーへの面で抵抗がある（家庭的保育者） ★禽☆

都市規模 Q5k 在宅保育は家族のプライバシーへの面で抵抗がある（BS） ★＊★

ベビーシッターへの関心 Q5k 在宅保育は家族のブライバシーへの面で抵抗がある（BS） ★

都市規模 Q51 子育てを営利事業として行おうとしていることに抵抗（家庭的保育者） ★☆

家庭的保育者への関心 Q5m 公的に助成や補助が行われることは望ましい（家庭的保育者） ☆☆☆

ベビーシッターへの関心

家庭的保育者への関心

Q5m
Q5n

公的に助成や補助が行われることは望ましい（BS）

子育て支援につながる（家庭的保育者）

★★☆

　★☆

ベビーシッターへの関心

都市規模

Q5n

Qso

子育て支援につなグる（BS）

親の育児放棄につながる（家庭的保育者）

★★★

★★☆

家庭的保育者への関心 Q50 親の育児放棄につながる（家庭的保育者） ★

都市規模 Q50 親の育児放棄につながる（BS） ★鳶

ベビーシッターへの関心 Q50 親の育児放棄につながる（BS） ★☆官

年齢 Q8－1 保育所の利用状況個人的期待
重★

家庭的保育者への関心 Q8－2 家庭的保育者の利用状況　個人的期待
★☆

ペビーシッターへの関心 Q8－2 家庭的保育者の利用状況　個人的期待
★★★

家庭的保育者への関心 Q8－3 ベビーシッターの利用状況　個人的期待
★☆

ベビーシッターへの関心 Q8－3 ペビーシッターの利用状況　個人的期待
★★★
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